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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第13期
第２四半期
累計期間

第14期
第２四半期
累計期間

第13期
第２四半期
会計期間

第14期
第２四半期
会計期間

第13期

会計期間

自平成20年
７月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
７月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
10月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
７月１日
至平成21年
６月30日

売上高（千円） 647,627 574,289 364,319 328,8521,162,895

経常利益（千円） 39,127 43,181 20,426 25,232 74,190

四半期（当期）純利益（千円） 20,238 24,588 10,558 14,701 42,096

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － － － －

資本金（千円） － － 255,250 255,250 255,250

発行済株式総数（株） － － 24,660 24,660 24,660

純資産額（千円） － － 635,354 670,446 652,859

総資産額（千円） － － 843,821 897,946 792,949

１株当たり純資産額（円） － － 25,864.0227,604.8526,826.36

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
834.77 1,028.49 435.95 614.95 1,746.19

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

１株当たり配当額（円） － － － － 250.00

自己資本比率（％） － － 73.8 73.5 80.9

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
13,644 42,442 － － 139,115

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△689 △8,642 － － △23,094

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△8,620 △6,731 － － △13,046

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 439,671 565,381 538,312

従業員数（人） － － 63 64 66

　（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益につきましては、関連会社がないため、記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につきましては、希薄化効果を有している潜在株式が

存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。

 

 

 

 

３【関係会社の状況】

　当第２四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

 

 

 

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 64     

　（注）　従業員数は、就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第２四半期会計期間の生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。　

事業部門別
当第２四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

前年同四半期比（％）

ＥＲＰ導入事業（千円） 304,166 90.6

保守その他事業（千円） 24,685 86.6

合計（千円） 328,852 90.3

　（注）１．金額は、販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）外注実績

　当第２四半期会計期間の外注実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別
当第２四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

前年同四半期比（％）

ＥＲＰ導入事業（千円） 119,564 86.1

保守その他事業（千円） 2,510 91.1

合計（千円） 122,074 86.2

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）受注実績

　当第２四半期会計期間の受注実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別 受注高（千円） 前年同四半期比（％） 受注残高（千円） 前年同四半期比（％）

ＥＲＰ導入事業 387,554 113.8 261,334 82.9

保守その他事業 44,535 126.7 43,500 114.7

合計 432,089 115.0 304,834 86.3

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(4）販売実績

　当第２四半期会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別
当第２四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

前年同四半期比（％）

ＥＲＰ導入事業（千円） 304,166 90.6

保守その他事業（千円） 24,685 86.6

合計（千円） 328,852 90.3

　

　（注）１．前第２四半期会計期間及び当第２四半期会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績

に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第２四半期会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第２四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

日本電気株式会社 ―     ―　 134,595 40.9

日精エー・エス・ビー機械株式会社 ― ― 54,389 16.5

マツモト産業株式会社 85,793 23.6 32,752 10.0

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ

ウェーブ
110,163 30.2 ― ―

デイスター・コンサルティング株式

会社
38,958 10.7 14,430 4.4

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

  当第２四半期会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

(1）経営成績の分析　

　当第２四半期会計期間におけるわが国経済は、中国をはじめ新興国の経済回復を主たる要因として、輸出・生産

が底打ちをみせ景気の持ち直しの動きが若干見られるものの、先行き不透明感から依然として企業の設備投資の

抑制が続いている状況であります。雇用情勢は引き続き厳しく、個人消費も低調に推移致しました。

　当社の事業領域であるＩＴ市場、特に中堅企業向けＥＲＰ市場におきましても、先行き不透明感を受けて企業の

ＩＴ投資計画の中止、延期、規模縮小の動きが引き続き現われております。

　当社は１件あたりの受注額が高い元請けビジネス領域に特化したビジネスモデルが主力事業であり、導入検討

中の企業にとっては投資額が大きくなるため、国内景気に左右される度合いが高く、前期に引き続き厳しい受注

環境となっております。

　このような環境の中、当社は前四半期に引き続いて、ＥＲＰ導入事業における元請けビジネスと共に、アライア

ンス・ビジネスの営業を強化し受注の安定に努めて参りました。営業チャネルを大きく開き、且つ、当社の強みで

あるノウハウや製品群を活かした営業活動に注力して推進しております。この結果、当社がこれまで継続的に開

発・蓄積して参りましたテンプレート製品群を活用した、付加価値の高いサービスにより、利益率の向上に寄与

する結果となっております。

　また、当社元請けビジネスに関する営業につきましても、見込客の発掘活動につきましては、従来のテレマーケ

ティングを活用するとともに、セミナー等を開催して、経済環境を考慮した原価管理の強化や損益管理の強化を

図ることを訴求ポイントに、営業を進めております。提案活動におきましても、提案案件の絞込みを徹底すると共

に、上記訴求ポイントに注力した提案内容の充実を進めて参りました結果、受注成果に繋がって参りました。

　その他、保守事業及びバージョンアップを含めたＳＡＰ既存顧客向けのビジネスにつきましては、ＳＡＰジャパ

ン株式会社の保守期限の延長及び経済状況の影響を受け売上高は前期に続いて低調に推移致しました。

　製品開発については、前四半期同様に推進致しております。

　以上のような活動を積極的に推進した結果、当第２四半期会計期間の経営成績は、売上高は３億２千８百万円

（前年同期比9.7%減）となったものの、営業利益２千４百万円（前年同期比20.2%増）、経常利益２千５百万円

（前年同期比23.5%増）、四半期純利益１千４百万円（前年同期比39.2%増）を確保致しました。

(2）財政状態の分析

　当第２四半期会計期間末における当社の財政状態は、前事業年度末と比較して、資産合計が１億４百万円増加し

て８億９千７百万円となり、負債合計が８千７百万円増加して２億２千７百万円となり、純資産合計が１千７百

万円増加して６億７千万円となりました。

(3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物は、第１四半期会計期間末に比べ５百万円減少し、５億６

千５百万円（前年同四半期末は４億３千９百万円）となりました。当第２四半期会計期間における各キャッシュ

・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。　　　　　　　

　　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは０百万円の支出（前年同期は２千４百万円の収入）となりました。これ

は税引前四半期純利益２千６百万円に売上債権の増加による支出９千３百万円、仕入債務の増加による収入６千

５百万円等によるものです。

　  （投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、無形固定資産の取得により３百万円の支出（前年同期はありません）

となりました。

　  （財務活動によるキャッシュ・フロー）

  財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払等により１百万円の支出（前年同期は４百万円の支出）

となりました。

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5）研究開発活動

　当第２四半期会計期間における研究開発活動の金額は０百万円であります。
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　なお、当第２四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 88,480

計 88,480

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成21年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年2月10日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 24,660 24,660
ジャスダック証券取引

所

当社は単元株制度を採

用していないため、単元

株式数はありません。

計 24,660 24,660 － －

　（注）　「提出日現在発行数」欄には、平成22年２月１日以降提出日までの新株予約権の行使（旧商法に基づき発行され

た新株引受権（ストックオプション）の権利行使を含む。）により発行された株式数は含まれていません。

（２）【新株予約権等の状況】

①提出会社に対して新株の発行を請求できる権利（旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権（ストックオプ

ション））に関する事項は、次のとおりです。

(平成13年９月21日定時株主総会決議)

 
第２四半期会計期間末現在
（平成21年12月31日）

新株予約権の数（個） －

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注）１

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　　　　　　　　　　　　610

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　　　　　　 　　　　55,000

新株予約権の行使期間
自　平成15年10月１日

至　平成23年８月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

発行価格　　55,000円

資本組入額　27,500円

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．「１（１）②発行済株式数」の「内容」欄に記載のとおりであります。

２．対象者は、死亡又は退職その他の事由により、当社取締役又は従業員の地位を喪失した場合、その地位喪失時

に未行使の新株引受権を行使することができないことと致します。ただし、対象者が当該地位の喪失と同時

に当社の取締役、監査役、相談役、顧問もしくは従業員の地位を取得した場合を除くことと致します。その他

の条件については、定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と付与対象者との間で締結した「新

株引受権付与契約」において定める事と致します。

３．新株引受権の譲渡、質入その他一切の処分は認められないものと致します。
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   ②旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりです。

(平成16年９月24日定時株主総会決議)

 
第２四半期会計期間末現在
（平成21年12月31日）

新株予約権の数（個）                         36

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注）１

新株予約権の目的となる株式の数（株）                          36

新株予約権の行使時の払込金額（円）                       91,200

新株予約権の行使期間
自　平成19年10月１日

至　平成22年９月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

発行価格　　91,200円

資本組入額　45,600円

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

（注）１．「１（１）②発行済株式数」の「内容」欄に記載のとおりであります。

（注）２．新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社の取締役、監査役及び従業員であることを要　　

するものと致します。

 (2) 新株予約権の割当を受けた者が新株予約権の権利行使期間到来前に死亡した場合は、その権利を喪失しま　

す。

 (3) その他の権利行使の条件は、本総会決議及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の　

　割当を受けた者との間で締結した新株予約権割当契約に定めるところと致します。

３．新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要するものと致します。
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   ③会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりです。

       (平成18年９月27日定時株主総会決議)

 
第２四半期会計期間末現在
（平成21年12月31日）

新株予約権の数（個）                         410

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注）１

新株予約権の目的となる株式の数（株）                         410

新株予約権の行使時の払込金額（円）                      61,425

新株予約権の行使期間
自　平成20年10月１日

至　平成24年９月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

発行価格　  61,425円

資本組入額　30,713円

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）１．「１（１）②発行済株式数」の「内容」欄に記載のとおりであります。

　　　２．新株予約権の行使の条件

(1)新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても当社の取締役、監査役、執行役員または従業員の地

位にあることを要します。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由があり取締役会が承認し

た場合はこの限りではありません。

(2)新株予約権の割当を受けた者が死亡した場合は、新株予約権は失効し相続されないものと致します。

(3)新株予約権の一部行使はできないものと致します。

(4)割当日以降、5営業日(終値のない日を除く。）連続してＪＡＳＤＡＱ証券取引所における当社普通株式　　　　

　　　　　　の普通取引の終値が、その時点で有効な行使価額に1.05を乗じた額(１円未満の端数については、これ

を切り上げるものとします。）以上となるまでは、新株予約権を行使することはできないものと致します。

(5)当社が消滅会社となる合併契約書が当社株主総会で承認されたとき、または当社が完全子会社となる株式

交換契約書もしくは株式移転計画につき当社株主総会(株主総会決議が不要な場合は、当社取締役会）で承

認されたときは、合併期日、株式交換期日または株式移転期日以降、新株予約権を行使することはできないも

のと致します。

(6)その他の条件は、株主総会決議もしくは取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結した「新

株予約権割当契約書」に定めるところによります。

 　　 ３．新株予約権の譲渡に関する事項 

譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による当社の承認を要するものと致します。
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（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年10月１日～平

成21年12月31日
－ 24,660 － 255,250 － 94,202

（５）【大株主の状況】

 平成21年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

  有限会社ファウンテン　
神戸市中央区東川崎町1丁目3番3号神戸

ハーバーランドセンタービル20階　
7,200 29.19

　渡邉　寛 兵庫県西宮市　 2,390     9.69

　秋田　敏文 兵庫県三田市　 1,840 7.46

　田中　晴美 神戸市東灘区 1,405     5.69

　西田　常雄 大阪府八尾市 348 1.41

　矢野　優 奈良県大和高田市　 348     1.41

　久下　直彦 兵庫県三田市　 342     1.38

　工藤　薫 兵庫県宝塚市　 340     1.37

　長谷川　宗候 神奈川県藤沢市　 301 1.22

  森田  哲也 兵庫県加古郡稲美町 230 0.93

計 － 14,744 59.78

　（注）上記の他、自己株式が753株あります。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 

 平成21年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　 　　753 －

「１（１）②発行済株

式数」の「内容」欄に

記載のとおりでありま

す。

完全議決権株式（その他）   普通株式　　23,907 23,907 同上

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 24,660 － －

総株主の議決権 － 23,907 －

（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が２株含まれております。また、「議決権

の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。　

②【自己株式等】

 

 平成21年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社アイ・

ピー・エス

神戸市中央区東川

崎町一丁目３番３

号

753 － 753 3.05

計 － 753 － 753 3.05
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
７月

８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 35,50034,70029,79024,20022,15020,500

最低（円） 24,50025,00022,50019,91018,80017,200

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

（１）退任役員

役名 　職名　　 　氏名 　退任年月日

　専務取締役 コンサルティング事業部長 　伊東　穣 　平成21年12月31日

 

（２）役職の異動

新役名　　　　 新職名　 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

  取締役 　経営企画室長   取締役 　営業部長 　森田　哲也 　平成21年12月７日

　取締役　 　営業部長   取締役 　経営企画室長 　久下　直彦 　平成21年12月７日
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第２四半期累計期間（平成20

年７月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期会計期間（平成

21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第２四半期累計期間（平成21年７月１日から平成21年12月31日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間（平成20年10月１日から平成20

年12月31日まで）及び前第２四半期累計期間（平成20年７月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第２四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第２四半期累計期間（平成

21年７月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸表について、霞が関監査法人による四半期レビューを

受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成21年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 565,381 538,312

売掛金 215,547 131,843

その他 13,484 21,269

流動資産合計 794,413 691,425

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※1
 2,176

※1
 2,348

工具、器具及び備品（純額） ※1
 9,667

※1
 12,083

リース資産（純額） ※1
 8,488

※1
 9,378

有形固定資産合計 20,332 23,810

無形固定資産

ソフトウエア 14,440 17,559

その他 11,285 2,553

無形固定資産合計 25,725 20,112

投資その他の資産

繰延税金資産 15,749 15,749

差入保証金 29,603 29,693

会員権 12,023 12,023

その他 97 134

投資その他の資産合計 57,474 57,600

固定資産合計 103,532 101,524

資産合計 897,946 792,949

負債の部

流動負債

買掛金 103,657 13,610

未払金 32,765 26,530

未払費用 6,117 6,436

未払法人税等 20,934 25,273

その他 17,064 24,769

流動負債合計 180,538 96,620

固定負債

退職給付引当金 39,352 34,969

その他 7,608 8,498

固定負債合計 46,961 43,468

負債合計 227,499 140,089
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（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成21年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 255,250 255,250

資本剰余金 94,202 94,202

利益剰余金 332,372 313,761

自己株式 △21,875 △21,875

株主資本合計 659,949 641,337

新株予約権 10,497 11,521

純資産合計 670,446 652,859

負債純資産合計 897,946 792,949
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（２）【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 647,627 574,289

売上原価 465,079 384,929

売上総利益 182,547 189,359

販売費及び一般管理費 ※
 144,000

※
 148,380

営業利益 38,546 40,979

営業外収益

受取利息 400 99

経費分担金収入 － 2,000

助成金収入 － 315

その他 271 194

営業外収益合計 671 2,609

営業外費用

支払利息 － 360

その他 90 47

営業外費用合計 90 407

経常利益 39,127 43,181

特別利益

新株予約権戻入益 － 1,024

特別利益合計 － 1,024

特別損失

固定資産除却損 8 －

税引前四半期純利益 39,119 44,205

法人税等 18,881 19,617

四半期純利益 20,238 24,588
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【第２四半期会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

当第２四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 364,319 328,852

売上原価 269,533 229,193

売上総利益 94,786 99,659

販売費及び一般管理費 ※
 74,554

※
 75,348

営業利益 20,231 24,310

営業外収益

経費分担金収入 － 1,000

その他 195 132

営業外収益合計 195 1,132

営業外費用

支払利息 － 176

その他 － 33

営業外費用合計 － 210

経常利益 20,426 25,232

特別利益

新株予約権戻入益 － 1,024

特別利益合計 － 1,024

税引前四半期純利益 20,426 26,257

法人税等 9,867 11,555

四半期純利益 10,558 14,701
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 39,119 44,205

減価償却費 2,861 6,599

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,213 4,383

株式報酬費用 1,940 －

受取利息 △400 △99

新株予約権戻入益 － △1,024

支払利息 － 360

有形固定資産除却損 8 －

売上債権の増減額（△は増加） △126,706 △83,704

仕入債務の増減額（△は減少） 90,117 90,046

前受金の増減額（△は減少） △1,759 △6,300

未払消費税等の増減額（△は減少） 876 545

その他の資産の増減額（△は増加） 5,862 7,785

その他の負債の増減額（△は減少） 5,645 3,736

その他 － 33

小計 20,779 66,567

利息の受取額 400 99

利息の支払額 － △365

法人税等の支払額 △7,535 △23,858

営業活動によるキャッシュ・フロー 13,644 42,442

投資活動によるキャッシュ・フロー

無形固定資産の取得による支出 △689 △8,732

差入保証金の回収による収入 － 90

投資活動によるキャッシュ・フロー △689 △8,642

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △2,542 －

配当金の支払額 △6,077 △5,903

リース債務の返済による支出 － △828

財務活動によるキャッシュ・フロー △8,620 △6,731

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,334 27,069

現金及び現金同等物の期首残高 435,337 538,312

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 439,671

※
 565,381
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年12月31日）

１．会計処理基準に関する事項の変更　 １．受注制作のソフトウェアの売上高および売上原価の計上基準の変更

　受注制作のソフトウェアに係る収益の計上基準については、従来より進

行基準を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業

会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第

１四半期会計期間より適用し、第１四半期会計期間に着手したソフト

ウェア請負開発契約から、当第２四半期会計期間末までの進捗部分につ

いて成果の確実性が認められる契約については工事進行基準（進捗率の

見積りは原価比例法）を、その他の契約については工事完成基準を適用

しております。

　これによる損益への影響はありません。

　

【簡便な会計処理】

 
当第２四半期累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年12月31日）

１．固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期

間按分して算定する方法によっております。

２. 繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境

等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるため、前事

業年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用す

る方法によっております。

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第２四半期累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年12月31日）

１．税金費用の計算 　税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期

純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

EDINET提出書類

株式会社アイ・ピー・エス(E05255)

四半期報告書

22/29



【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第２四半期会計期間末
（平成21年12月31日）

前事業年度末
（平成21年６月30日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 58,433千円 ※１　有形固定資産の減価償却累計額 56,298千円

（四半期損益計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年12月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年12月31日）

　※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

　※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

役員報酬 37,928千円

給料手当 29,681千円

旅費交通費 14,952千円

役員報酬 36,620千円

給料手当 40,643千円

旅費交通費 15,348千円

前第２四半期会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第２四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

　※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

　※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

役員報酬 16,018千円

給料手当 18,777千円

旅費交通費 7,841千円

役員報酬 18,309千円

給料手当 20,452千円

旅費交通費 9,026千円

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年12月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年12月31日）

 ※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年12月31日）

 ※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日）

現金及び預金勘定 439,671千円 

現金及び現金同等物 439,671千円 

　

現金及び預金勘定 565,381千円 

現金及び現金同等物 565,381千円 
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（株主資本等関係）

当第２四半期会計期間末（平成21年12月31日）及び当第２四半期累計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年

12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　　普通株式  24,660株

２．自己株式の種類及び株式数

　　普通株式  753株

３．新株予約権等に関する事項

　　　　ストック・オプションとしての新株予約権

　　　新株予約権の四半期会計期間末残高　 10,497千円

４．配当に関する事項

配当金支払額　

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年９月29日

定時株主総会
普通株式 5,976 250 平成21年６月30日 平成21年９月30日利益剰余金

 

 

 

（有価証券関係）

　該当事項はありません。

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。

（持分法損益等）

　該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

　

 

（企業結合等関係）

　　　　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期会計期間末
（平成21年12月31日）

前事業年度末
（平成21年６月30日）

１株当たり純資産額 27,604.85円 １株当たり純資産額 26,826.36円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年12月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 834.77円

　なお、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額については希薄

化効果を有している潜在株式が存

在しないため、記載しておりませ

ん。

     

１株当たり四半期純利益金額 1,028.49円

　なお、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額については希薄

化効果を有している潜在株式が存

在しないため、記載しておりませ

ん。

     

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年12月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（千円） 20,238 24,588

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 20,238 24,588

期中平均株式数（株） 24,244 23,907

前第２四半期会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第２四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 435.95円

　なお、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額については希薄

化効果を有している潜在株式が存

在しないため、記載しておりませ

ん。

     

１株当たり四半期純利益金額 614.95円

　なお、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額については希薄

化効果を有している潜在株式が存

在しないため、記載しておりませ

ん。

     

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第２四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（千円） 10,558 14,701

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 10,558 14,701

期中平均株式数（株） 24,219 23,907

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。
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（リース取引関係）

　リース取引開始日が平成20年６月30日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じて会計処理を行っておりますが、当第２四半期会計期間末における当該リース取引残高は前

事業年度末に比較して著しい変動が認められないため、記載しておりません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年２月12日

株式会社アイ・ピー・エス

取締役会　御中

霞が関監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 植田　益司　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 平塚　博路　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アイ・ピー

・エスの平成20年７月１日から平成21年６月30日までの第13期事業年度の第２四半期会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成20年７月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。

この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明

することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アイ・ピー・エスの平成20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了

する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期財

務諸表に添付する形で別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲には、ＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月10日

株式会社アイ・ピー・エス

取締役会　御中

霞が関監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 植田　益司　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 平塚　博路　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アイ・ピー

・エスの平成21年７月１日から平成22年６月30日までの第14期事業年度の第２四半期会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成21年７月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。

この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明

することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アイ・ピー・エスの平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了

する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期財

務諸表に添付する形で別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲には、ＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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